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省

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

日

号
外

ペ
ー
ジ

〇
総

務

省

六
五

電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
六
126

一

六
六

事
業
用
電
気
通
信
設
備
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
六
126

一

六
七

電
気
通
信
事
業
報
告
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
六
126

三

六
八

電
気
通
信
番
号
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
六
126

三

六
九

電
波
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一
七

二

七
〇

無
線
設
備
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

二
五
134

二

七
一

危
険
物
の
規
制
に
関
す
る
規

則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

二
八
135

一

七
二

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

二
九

二

七
三

住
民
基
本
台
帳
法
別
表
第
一

か
ら
別
表
第
五
ま
で
の
総
務

省
令
で
定
め
る
事
務
を
定
め

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

二
九

二

七
四

無
線
機
器
型
式
検
定
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇
137

二

〇
総
務
省
、
外
務
省

一

平
成
二
十
二
年
七
月
二
十
五

日
に
任
期
が
満
了
す
る
こ
と

に
伴
う
参
議
院
議
員
の
通
常

選
挙
及
び
こ
れ
と
同
日
に
行

わ
れ
る
衆
議
院
議
員
又
は
参

議
院
議
員
の
選
挙
に
係
る
在

外
公
館
等
に
お
け
る
在
外
投

票
の
時
間
の
特
例
を
定
め
る

省
令

一
七

二

〇
法

務

省

二
四

登
記
事
務
委
任
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

四

四

二
五

更
生
保
護
委
託
費
支
弁
基
準

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
五
134

三

〇
外

務

省

七

外
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
五

六

〇
財

務

省

三
八

振
替
国
債
を
取
り
扱
う
振
替

機
関
へ
の
同
意
等
に
関
す
る

省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

一

二

三
九

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

八

一

四
〇

財
務
省
関
係
の
行
政
手
続
等

に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術

の
利
用
に
関
す
る
法
律
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

一
〇

一

四
一

外
国
為
替
の
取
引
等
の
報
告

に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

一
六

五

四
二

税
関
職
員
の
身
分
を
示
す
証

票
等
の
書
式
に
関
す
る
省
令

及
び
財
務
省
組
織
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
三
131

一
二

四
三

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

二
九

二

四
四

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

三
〇
137

三

〇
財

務

省
、
厚
生
労
働
省
、

農
林
水
産
省
、
経
済
産
業
省
、

国
土
交
通
省

一

工
場
立
地
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇
137

六

〇
財
務
省
、
国
土
交
通
省

三

国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会

決
議
第
千
八
百
七
十
四
号
等

を
踏
ま
え
我
が
国
が
実
施
す

る
貨
物
検
査
等
に
関
す
る
特

別
措
置
法
施
行
規
則

二
三
131

一
三

四

独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支

援
機
構
の
業
務
運
営
並
び
に

財
務
及
び
会
計
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
九

三

〇
文
部
科
学
省

一
五

学
校
教
育
法
施
行
規
則
等
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
五

二

一
六

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

二
九

三

〇
厚
生
労
働
省

七
五

児
童
福
祉
施
設
最
低
基
準
等

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一

二

七
六

児
童
扶
養
手
当
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
115

一
二

七
七

介
護
保
険
の
調
整
交
付
金
の

交
付
額
の
算
定
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

七

二

七
八

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進

法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

二
三
132

一

七
九

薬
事
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
五

六

八
〇

臓
器
の
移
植
に
関
す
る
法
律

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

二
五

六

八
一

雇
用
保
険
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
五
134

四

八
二

じ
ん
肺
法
施
行
規
則
及
び
労

働
安
全
衛
生
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
八
135

三

八
三

消
費
生
活
協
同
組
合
法
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

三
〇

二

八
四

歯
科
衛
生
士
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇

三

八
五

高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関

す
る
法
律
に
よ
る
保
険
者
の

前
期
高
齢
者
交
付
金
等
の
額

の
算
定
等
に
関
す
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇
137

六

〇
農
林
水
産
省

四
一

口
蹄
疫
対
策
特
別
措
置
法
施

行
規
則

四
特16

六

四
二

農
業
の
担
い
手
に
対
す
る
経

営
安
定
の
た
め
の
交
付
金
の

交
付
に
関
す
る
法
律
施
行
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇

三

〇
経
済
産
業
省

三
二

中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
法

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

二
115

一
四

三
三

中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
事

業
の
余
裕
財
源
の
有
無
及
び

額
の
計
算
に
関
す
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
115

一
四

三
四

鉱
山
保
安
法
施
行
規
則
及
び

鉱
業
上
使
用
す
る
工
作
物
等

の
技
術
基
準
を
定
め
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
二

一

三
五

特
許
法
施
行
規
則
及
び
特
許

協
力
条
約
に
基
づ
く
国
際
出

願
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
二
130

一

三
六

独
立
行
政
法
人
石
油
天
然
ガ

ス
・
金
属
鉱
物
資
源
機
構
の

業
務
運
営
並
び
に
財
務
及
び

会
計
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
三

一

三
七

電
気
事
業
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
四

二

三
八

ク
ラ
ス
タ
ー
弾
等
の
製
造
の

禁
止
及
び
所
持
の
規
制
等
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則

二
四
133

一

三
九

商
業
動
態
統
計
調
査
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇
137

八

〇
国
土
交
通
省

三
三

航
空
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

七

二

三
四

船
舶
設
備
規
程
等
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一
八
128

一

三
五

排
他
的
経
済
水
域
及
び
大
陸

棚
の
保
全
及
び
利
用
の
促
進

の
た
め
の
低
潮
線
の
保
全
及

び
拠
点
施
設
の
整
備
等
に
関

す
る
法
律
施
行
規
則

二
三
131

一
四

三
六

国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会

決
議
第
千
八
百
七
十
四
号
等

を
踏
ま
え
我
が
国
が
実
施
す

る
貨
物
検
査
等
に
関
す
る
特

別
措
置
法
第
十
条
の
規
定
に

よ
り
管
区
海
上
保
安
本
部
長

に
委
任
す
る
権
限
を
定
め
る

省
令

二
三
131

一
六

三
七

海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害

の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行

規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

二
八
135

五

三
八

船
員
に
関
す
る
育
児
休
業
、

介
護
休
業
等
育
児
又
は
家
族

介
護
を
行
う
労
働
者
の
福
祉

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
九
136

一

〇
国
土
交
通
省
、
環
境
省

二

船
舶
か
ら
の
有
害
液
体
物
質

の
排
出
に
係
る
事
前
処
理
の

方
法
等
に
関
す
る
省
令
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
八
135

二
九
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